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商 品勘定分割への新 しいアプ ローチ

藤 田 芳 夫

は じ め に

本稿はAccountingReviewに 毎号開設 されているTeachers'Clinicの

ひそみに倣い,次 にのべる点について一つの試論を提起 してみ ようとするも

のである。

商品の売買活動は周知のよ うにG-W-Gノ とい う基本的パター ソで示す

ことができる。 このG-W-Gノ が購買過程 と販売過程か らなることは明ら

かであるが,企 業の経営管理 とい う立場か らいえば,さ らに商品の在庫管理

過程と現金(又 は貨幣的資産)の 管理 とい う二つの重要な問題 と切離す こと

はできない。

したがって,商 品売買にともな う会計システムの基本的課題は

① 売買損益の算出

② 購買過程の記録

③ 販売過程の記録

④ 商品の管理保管記録

⑤ 現金又は貨幣的資産の管理記録

とい う五つの部分か ら成立つ といえるだろ う。 さらに,管 理会計の観点か ら

すれば,単 なる売買損益の算出だけでな く,資 金管理の問題を除いて も,販

売分析のために充分な資料を蒐集 し,ま た在庫管理活動に必要な情報を提供

しうるものでなければならない。かよ うな観点か ら考えると,従 来の簿記教

科書(大 学程度)が 商品勘定を取扱ってきた方法には多 くの改善の余地が残

されているといい うるだろ う。本稿では,そ の一つとして販売益分記法か ら

商品勘定の三分法に至 る商品勘定の取扱いを一箇所に集中して整理す る方法
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を提起 したい。

商 学 討 究 第17巻 第2号

1.最 も 単 純 な 型

い ま,¥100の 商 品 を 現 金 で 購 入 し,¥150で 現 金 売 す る 最 も単 純 な 場 合

を 考 え て み よ う。G-一 一W・-G,の 形 で 示 せ ばG-一 ・-W-G,と な り,こ れ を 勘
　　 ユ　 　　

定形式で示す と第1図 の如 く円形の循環図で示す ことがで きる。

一1・ ・115・-1
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li二

(第1図)

第1図 で問 題 とな るの はxで 示 した よ うに商 品 勘 定 の

貸 方 記 入 を¥100と す べ きか¥150と す べ きか とい う

問 題 で あ る。

(1-a)分 記 法

い ま,xの 記 入 を¥100と す れ ぽ,

購 入 時 の仕 訳(借)商 品100(貸)現 金100に 対 し,

販売時の仕訳は(借)現 金150(貸)商 品100

販売益50

となる。この場合,現 金勘定の残高は当然現金の実際在高 と一致 し,商 品勘

定 の残高 も商品の実際在高 と一致するはずである。 したがって,現 金勘定 と

商品勘定は資産の現実の姿を反映す る勘定 として実体勘定である。 これに対

し,販 売益勘定は二時点間の資産在高の増加がいかなる理由によるかを示す

現 金 商 品

1001①100-→ ①100⑧100→
　　　　　

→⑧L15隻i:介[

倉 販売益
rI②5・ →

し

昌 与

現金実際在高 商品実際在高

¥150¥ゼ ロ

販売益=現 金i+1一現金ε
し50)(150)(100)

(第2図)

もので あ るか ら,名 目勘 定 で あ

る。 しか し,第2図 に 示 す よ う

に販 売 益¥50の 発 生 原 因 を説 明

す る もの と しては,

販売 益 一現 金i+1一 現 金i

の 関係 しか 利 用 で きな い。 この

財産計算的方法 よ りも

販売益 一売上高 一売上原価

とい う式 の方が よ り適 切であ る
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が,分 記 法 で は 販売 益勘 定 に売 上 と売 上原価 が示 されず,た だ 販売 益 だ け が

示 され る とい う欠点があ る。すなわち,分 記 法 は,本 来 次 の よ うに示 され る

べ き

(借)現 金150(貸)売 上150

売 上 原価100商 品100

仕 訳 を,売 上(150)一 売 上 原価(100)一 販売 益(50)と い う結果 だ け か らみ て,

(借)現 金150(貸)販 売 益50

商 品100

とい う仕 訳 に縮 小 した た め で あ る。

(1-b)総 記 法

上 述 した ことは,上 記 の例 を 次 の よ うに変 え る とよ り明白になる。す なわ

ち,販 売 時 に原 価¥80の 商 品 を¥120で 現 金 売 した 場 合 を 考 えて み よ う。

この場 合,分 記 法 に よ る販 売 時 の仕 訳 は

(借)現 金120(貸)商 品80

販 売 益40

現 金 商 品

一②贈;魯 「→卿 臆 →

介 販売益 介

1②U4・ 一
____ げ_一 一.一__14__

uu

現金実際在高 商品実際在高

¥120¥20

販売益=(現 金i+1一現金の+(商 品i+1一 商品t)
40120100200

(第3図)

であ り,現 金勘定および商品勘

定は実体勘定 として,そ れぞれ

現金の実際在高および商品の実

際在高を反映 している。 しか し

商品販売益の発生理由を示す も

のは,第3図 中の販売益の計算

式に見るよ うに

販売益一」現金+」 商品

とい う関係であって,販 売益の

直接的発生原因である売上収益 と売上原価を表示 しない。

そ こで,商 品の販売金額を直接表示す るように改めると販売時の仕訳は

(借)現 金120(貸)商 品12Q
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とい うようになる。そ して,こ れが総記法の本質をなす ものであることはい

うまで もない。 しか し,こ のよ うにす ると,現 金勘定は実体勘定 として現金

とい う資産の現実を反映するけれ ども,商 品勘定は例2の 場合,そ の基本的

処理である。

(借)現 金120(貸)売 上120

売上原価80商 品80

とい う仕訳の うち,上 半分を売上勘定の代 りに商品勘定を用いて実行す る

が,下 半分の仕訳が実行されないため,商 品勘定残高 と実際の商品在高 との

照合関係を失 うことになる。 この意味で総記法による商品勘定は混合勘定 と

いわれ る。

例1の ごとく,商 品の残高がゼ ロであれば,商 品勘定の借方¥100は その

まま売上原価であ るか ら,貸 方金額¥150と 借方金額¥100と の差額¥50

は販売益 となる。 しか し,例2の 場合には商品勘定の借方金額¥100は 売上

原価ではない。例2の 売上原価は

仕入額一棚卸高 昌売上原価
1002080

であ り,複 式簿記では減算の代 りに反対側で加算を行な うので,

商 品
100120

販売益40棚 卸20

140140

実質的には

商 品

売上 原価80売 上120
(100-20)

販 売 益40圏

120120

(第4図)

この売上原

価の計算は第4図 に示すよ うに貸方側へ¥20を

加算することにより行なわれ る。

期末に商品の棚卸高がゼ ロになるのはむ しろ

例外的現象であ るか ら,総 記法による商品勘定

は販売益の発生原因たる売上高,売 上原価を明

確 に表示す るもの とはな りえない。

のみならず,総 記法による商品勘定は商品の

期末残高を,し たがって また売上原価を自か ら

決定する能力を持たないことになる。 これは簿

記の果すべき 「勘定管理」 とい う本質的職能を果 しえないとい う重大な欠陥

を意味する。すなわち,分 記法の場合,商 品勘定の借方残高は商品の当然あ
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るべ き量(ゾ ル ・ペ ス タ ソ ト,当 在 高)を 意味 しえた のに 対 し,総 記 法 に よ

る商 品 勘 定 は 当 在高 の 決定能力 を欠 くため,商 品 の実 際 在高(イ ス ト ・ベ ス

タ ソ ト)と の 間 に照 合 関 係 が成 立 しな い のであ る。

商 品 また,総 記 法 に よ る商 品 勘 定

前期繰越高2001当 期売上高2,500の 記 入 内容 は第5図 の如 き 内容

灘1減 」鷲…羅 欠減少100畿1鵬 灘 鑑 島
(第5図)定 体系を構成すべ きであるとい

う点か らすれぽ,総 記法による商品勘定は極めて不満足なものといわねぽな

らない。

2.商 品 勘 定 の 分 割

ここか ら,商 品勘定を分割 し,分 割に より成立す る各勘定の内容を明確化

す る必要が生まれる。

商品勘定の分割によ り,「 勘定管理」を行な うためには,序 説でのべた五

つの基本的課題の うち,購 買過程の記録を要約す るものとして仕入勘定を設

定 し,販 売過程の記録を要約するすのとして売上勘定を設定すればよい。

しか し,こ の仕入勘定 と売上勘定の設定は 序説で のべた第一の課題たる

「売買損益の算出」のためには不完全な もので しかないことに注意 しなけれ

ぽな らない。なぜな ら,仕 入勘定の基本的 目的は購買過程の勘定管理にある

のであって,売 上原価を独自に把握 しようとするものではな く,ま たそれは

不可能だか らである。工業会計では売上原価勘定に より売上原価が直接的に

把握 されるけれども,商 業会計では,通 常そ うよ うな処理は行なわれない。

すなわち,販 売取引の基本的仕訳である次の仕訳の うち,下 半分は通常省略

されるのである。

現 金 ×× 売 上 ××

売上原価 ×× 商 品 ××
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その理由は,商 業では製造業 と異 り,売 上原価は企業の内部的 コントロー

ルに属す るよ りも,購 買過程の巧拙 によって決定 され るか らである。 した

がって,販 売のつ ど流出す る商品の売上原価を決定す ることは事務費用の点

か らみて合理的ではない。む しろ定期的に在庫商品の実地棚卸を行なって商

品を管理すると同時に売上原価を一括 して算出す る方がよ り合理的な場合が

はるかに多 くなるか らである。

しか し,実 地棚卸によ り決定 され るこの商品実在高はその正当性を証明す

べき手段をもっていない。す なわち実在高に照合 さるべき当在高が欠けてい

るのである。

一方
,こ の商品棚卸高は売上原価を決定す るか ら,商 品棚卸高は仕入勘定

と売上勘定 との結合環で もある。 ところが商品の棚卸高に正当性の保証がな

いのであるか ら,売 上原価 もその正当性を証明す ることができない。すなわ

ち,仕 入勘定 と売上勘定か らなる商品の勘定体系は極めて脆弱なものになっ

て しまう。商品有高帳は実は この脆弱性を補強す るために導入 され るのであ

る。 したがって,商 品有高帳は売掛金元帳や買掛金元帳 とは異 った特殊の重

要性を持つ ことに注意 しなけれぽならない。

商品勘定を仕入勘定 と売上勘定仕 入

前 期 繰 越200

当 期 仕 入2,000

売

仕入もどし
その他減少

上

穿去繍 ・・
当期 売 上

(第6図)

に分割する方法は上述 した制約を
100

もっているが,第5図 に示 した例

に適用すれば,第6図 のよ うに購

買過程の記録を仕入勘定 に要 約
2,500

し,販 売過程の記録を売上勘定に

要約することになる。

この方法に よれば,売 買損 益 の 計算 は,売 上 勘定 か ら純 売 上 高¥2,450が

算 出 され,も し商 品 の棚 卸 高 が¥350で あ る とす れ ば,仕 入 勘 定 か ら売上 原

価¥1,750が 算 出 され る(第7図 参 照)。
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(第7図)

仕入勘定で算出された売上原価¥1,750と 売上勘定で算出された純売上高

¥2,450に より売上総利益¥700(売 上総利益 一純売上高 一売上原価)が 算

出されるのであるが,こ の売上総利益を勘定面で計上する方法には通常二つ

の方法がある。その第一の方法は損益勘定の貸方に純売上高を,損 益勘定の

借方に売上原価を示す方法である(第8図 参照)。 ただ し,こ の方法では売

仕 入

200100

2,0001棚 卸350

1売 上原価1・750一

璽 益
→ 売上 原価1・7501純 売上2・450「

1

(第8図)

売 上
　

502,500

一 純 売 上2
,450

上総利益¥700は 間接的に表示されるに止 まる。この方法で売上総利益の金

額¥700を 直接表示す るには損益勘定の中に売上総利益の計算区分を区劃す

損 益

売 上 原 価1,750純 売 上 高2,450

売 上 総 利 益 一_.7qOI

2,45012.450

　 　

;売 上総利益700
11

11

11、

(第9図)

れぽよいが(第9図 参照),外 部

報告書としての損益計算書の場合

にはともか く,損 益勘定では余 り

説明されない。

第二の方法は,仕 入勘定で算出

した売上原価¥1,750を 売上勘定

の借方に振替える方法である。 この場合には,売 上総利益の金額¥700が 直

接表示 されるが純売上高は間接的にしか表示されない(第10図 参照)。
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仕 入 売
2。。110。5。

2'ooo

売上原価,,;18」誰 総;99

損 益

i売 上欄 益7・ ・ ←(第'0図)

上

2,500

3.商 品勘定におけ る期末決算 と期末棚卸

商品勘定(又 は繰越商品勘定)

上述 したように,商 品勘定を総記法により処理する場合および仕入勘定 と

売上勘定に分割す る場合,最 も重要な点は商品の期末棚卸高に対 して勘定管

理を行ないえないとい う点であった。以下,こ の点を中心 として期末決算処

理において期末棚卸商品勘定が持つ意味を検討 してみ よ う。

(3-a)分 記法の場合

すでにのべた ように,分 記法を採用す る場合には記録と実際 との間の照合

不能 とい う上述の問題は論理的に存在 しない。 この場合,商 品勘定の借方残

高 として示され る商品の ゾル ・ベスタソトと商品の実際在高を照合すれぽ,

そ こに棚卸商品の数量的 ・価値的増減量が判明する。 この差額は さらに商品

の数量変動分 と価値変動分に分解 され ることはい うまでもないが,そ の詳細

は より後の段階 または会計学にゆつ るべきであろ う。す くな くとも,こ こで

は棚卸差額が検 出されることを明白に しておかねぽな らない。

前節の例について,売 上もどり¥50を 除外 して考えよ う。なぜな ら,当 面

の問題に関す るかぎ り,売 上 もど りは影響 しないか らである。すなわち,売

上 もどり¥50の うち原価をa,販 売益をbと すれば,こ の売上 もどりを含む

全体の記録は,販 売時に

(借)現 金2,500(貸)商 品(1,750十a)

販売益(700+b)
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と して処 理 され,ま た売 上 戻 りの発 生時 に

(借)商 品a(貸)現 金50(==a+b)

販 売益b

と して処 理 され て い る筈 で あ るか ら,商 品勘 定 につ いて も,販 売 益 勘 定 につ

い て も,い つ れ も相 殺 され て し ま うか らであ る。か くして,前 例 は 分 記 法 に

よ る場 合 第11図 の よ うに示 され る。

商 品 い ま,商 品勘 定 の借 方残 高¥350に 対

200100

2,000「 売上 原 価1,750

帳 簿 残 高 「誌oi

商 品 販 売 益

(第11図)

700

して,商 品の実地棚卸高が¥315で ある

とすれぽ,棚 卸差損¥35が 発生 し,次 期

に繰越すべ き商品は¥350で はな く¥315

でなければな らない。か くして商品勘定

は第12図 のよ うにな り,棚 卸差損¥35を

棚卸差損勘定を通さず,直 接に損益勘定

へ振替えるとすれぽ,英 米式決算方式では,次 の仕訳を行なえぽよい。

(借)販 売 益700(貸)損 益700

お よび

(借)損 益35(貸)商 品35

とい う仕 訳 で あ る。

商 品 損 益

200

2,000

塑
前期繰越t7.1

100

1,750

棚 卸 差 損35一

次 期 繰越 ～/350

盗 ・200

商品販売益

→棚卸差 損35販 売益7∞ ← 損益 へ700

(第12図)

700

(3-b)総 記法および仕入 ・売上の二勘定に分割する場合

前節で指摘 した ように総記法は事務処理の能率 とい う点か ら分記法に くら



一90一 商 学 討 究 第17巻 第2号

べて前進であ り,仕 入 ・売上の二勘定に分割す る方法は購買過程 と販売過程

の相対的独立性を勘定体系の上に明確化す るとい う意味で更に前進 した もの

である。 しか し,決 算における売買損益の算定を目的として考える場合,両

者ともに同じ欠点を持つ ものであった。

前節で使用 した計算例についていえば,総 記法および二分法の仕入勘定で

売上原価を決定す る要因としての期末商品棚卸高は¥350で はな く,実 地棚

卸高 であ る¥315で なければな いない。 なぜな ら,勘 定体 系に関す るかぎ

り,期 末商品在高 の当在高(ゾ ル ・ベスタソ ト,勘 定残高)を 決定 しえない

か らである。期末の商品在高は勘定体系の外部か ら,す なわち実地棚卸によ

って提供されなけれぽならないか らである。

この意味で,総 記法による商品勘定および仕入 ・売上の二勘定に分割す る

方法の下では,勘 定体系は クローズ ド・システムではな くオープン・システ

ムになる。複式簿記の体系は記録 と記録の照合だけでな く,記 録 と実際の照

合を も行な う体系であるか ら,最 も重要な資産の一つであ る商品について,

そ の在高が全 く外部的に決定 され るナープン ・システムの状態 に止 まるこど

はできない。

したがって,商 品については勘定体系の外部に実体勘定 としての商品勘定

の代用をつとめ る商品在高記録を持たざるをえないのである。 また商品在高

記録がそのような代替的性格をもつ ものであるが故に,各 企業における実際

上の必要および各企業の採用す る財務会計政策(フ ァイナ ンシァル ・アカウ

ソテ ィソグ ・ポ リシー)の 多様性に応 じて商品の帳簿残高決定方法に多様性

が入 り込 まざるをえないのであ る。期末における商品の帳簿残高決定方法に

多様性が入 り込むとしても,何 らかの方法で帳簿残高(ゾ ル ・ベスタン ト)

が¥350と 決定 されれぽ,実 地棚卸高が¥315で あっても売上原価は¥1,785

ではな く,¥1,750で あ り,棚 卸差損¥35を 明 らかにして,商 品に対す る勘

定管理を行な うことができるようになる。

か ように,総 記法による商品勘定又は二分法の仕入勘定では勘定体系外に
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商品在高記録が必要になる。 したがって,総 記法による商品勘定および二分

法の仕入勘定は資産勘定ではないことになる。 これ らの勘定が資産勘定の様

相を呈す るのは期末に実地棚卸高が付記され る瞬間にすぎない。む しろ,総

記法の商品勘定は売買損益算出勘定であ り,二 分法の仕入勘定は購買過程の

要約勘定であると同時に売上原価の算出勘定である。

総記法による商品勘定および二分法の仕入勘定が資産勘定ではな く,売 買

損益算出勘定 と売上原価算出勘定であるにも拘 らず,こ れ らの勘定を期末決

算処理において資産勘定として扱お うとす るところに,処 理手続の実質面 と

勘定面での処理形式 との間に矛盾が生 まれるのであ り,こ の矛盾の解決策 と

して繰越商品勘定すなわち期末棚卸商品勘定が出現す るのであ る。以下,こ

の関係を具体的に明らかに しよう。

前例の数字をふたたび利用すれば,総 記法の商品勘定を締切 る手続は,貸

方へ商品の実地棚卸高を加算 して売上原価¥1,785を 間接的に算出し,つ い

で販売益¥665を 決定す るのであ るが,形 式的には,ま ず

(借)商 品665(貸)損 益665

とい う仕訳によ り,販 売益¥665を 商品勘定に借記 し,し か る後に大陸式で

あれぽ

(借)残 高315(貸)商 品315

商 品 とい う仕訳で棚卸高を商品勘定に貸記す

2001100る の で あ る(第13図 参 照)。 こ こ に は 論

2・OOO2・500理 の 矛 盾 が あ る とは い わ な い まで も
,手

501② 次期 繰越315

続 に は 明 らか に倒 錯 が あ る 。④損 益
__墾51._

。2・91副 蝉 この購 ないし混乱をま顯 表の記入を

③前期繰越315【 み れ ぽ 明 らか に な る。 第14図 に示 す よ う

(第13図)に,商 品勘 定 の整 理 記 入欄 貸 方に実 地棚

卸高¥315を 記 入 す る と して,整 理 記 入 欄 の借 方 記 入¥315は ど こへ 記 入 す

れ ば よい で あ ろ うか 。 も し,同 図 の ご と く,¥315を 商 品勘 定 の整 理 記 入 欄
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商 品i35・1・15i3,511665}315}1

(第14図)

借方へ記入すれぽ,こ の精算表は商品勘定(第13図)と コンシステン トでな

くなる。また第15図 のごとく精算表に商品販売益 勘定を記定 して処理すれ

ば,商 品勘定の決算処理 と一・致するが,精 算表その ものの計算手段 としての

意義は殆んど失われざるをえない。

商 品i35・ ・6511315r

商品販売益ll6651665
}}1

(第15図)

総記法の商品勘定は本来,売 買損益算出勘定であるか ら,期 末に資産勘定

として処理することをやめ,期 末の商品棚卸高を独 自の勘定 と して処理すれ

ぽ,こ の混乱をさけることができる。

すなわち,

①(借)期 末棚卸商品315(貸)商 品315

②(借)商 品665(貸)損 益665

③(借)残 高315(貸)期 末棚卸商品315

とい う処理を行な うのである(第16図 および第17図 参照)。

期末鵬 商品ll315ii3151

商 品li35・i3151665i

(第16図)

損 益 商 品 期 末棚卸商 品 残 高

③665←2001001→ ①315③315→ ③315

2,0002,500t--

5。 ①315」

一 ②665

2,9152、915

(第17図)
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上述 した方法は論理の混乱を救 うことができるが,総 記法による商品勘定

なるものが,も ともと商品に関する会計処理の簡便法であってみれば,総 記

法による商品勘定の処理そのものをかように論理的に厳密な ものにする必要

はないのである。逆にいえば,総 記法による商品勘定では売上原価を明示 し

ない。 したがって,購 買過程で決定 される売上原価の中に棚卸差損が混入 さ

るべ きか否か とい うような点は,実 は最初か ら問題に しない処理法であると

い うべきであろう。 しか し,こ こに商品勘定を二分割 し,さ らに三分割する

論理的萌芽が潜んでいるのである。

(3-c)二 分法 と期末棚卸商品勘定

以上にみたごとく,総 記法による商品勘定について期末棚卸商品勘定を設

定す ることは,論 理的整合性のためには必要であるが,実 践的には不必要で

あった。

これに対 し,二 分法に より仕入勘定 と売上勘定に分割 した場合には,期 末

棚卸商品勘定はたんに論理的整合性のためだけでな く,実 践上の必要に もと

ついて出現 し,こ れに より商品の勘定体系は二分法ではな く三分法になるの

である。

上例を二分法で処理す る場合,商 品の在高を実地棚卸高¥315と すれぽ,

売上原価は¥1,785と な り,精 算表お よび勘定面は第18図,第19図 のよ うに

なる。

売 上i・,45・ll2,45・{　 　 　 　
仕 入2・100iI315i3151・785i315i

(第18図)

仕 入 損 益 売 上

識 損益1,;釜 一一6震旛1・785勤;-L損 益2,4:1レ5・ ・

_・ ② 次 期 繰 越_3拶2,5002,500

2.2002,200

③前期繰越315 、(第19図)
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しか し,こ の方法では商業の場合,外 部か らの購買過程で決定 され る売上

原価のなかに企業内部での管理上の損失 または費用が無差別に混入すること

になる。 商品の 当在高(ゾ ル ・ベスタソト)と 実在高(イ ス ト・ベスタソ

ト)を 照合 し,商 品についてのアカウソタピリテ ィを明 らかにするには,決

算時に勘定体系外の商品在高記録を反映す るものとして期末棚卸商品勘定を

追加 し,本 来の売上原価¥1,750と は区別 さるべきものとして棚卸差損¥35

を同勘定か ら控除すべきである。

この手続を精算表 と勘定面で示せぽ,第20図 お よび第21図 の通 りであ る。

㎜2
,

を末
品
上

入

損

商

差

卸

卸

期
棚
売

仕

棚

仕 入

2,450

①350

②35

③35

①3501,750

135

(第20図)

期末棚卸商品

2,450

轟 帳簿棚卸lls」→㈱ 卸蜘難 髄
_1④ 売上原価⊥ ヱ堕一

ヒ

2,200 主2璽

315

売 上_

亜1穰 幽:劃1:叢
⑥前期繰越3isl■

Ji

損 益

「:雛 雛1・7El}③純売上2・450←1

(第21図)

か ように,商 品に関す る勘定体系を本稿の最初にかかげた五つの基本的課

題に即 して発展 させ るとき,売 買損益 の算出職能 と商品の管理職能 との接合

点として期末棚卸商品勘定(い わゆる繰越商品勘定)が 出現 し,商 品勘定の

二分法は三分法に変化することになる。 しか し,期 末棚卸商品勘定は決算上

必要なだけであって,商 品の在高記録を継続的に反映するものではない点に

注意 しなけれぽな らない。
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また,こ の点に関連 して,期 末棚卸商品勘定では前期末か ら引継いだ期首

の商品在高を仕入勘定に再振替 しないとい う特徴がある。他の未経過勘定で

は,再 振替を行な うのが通常であるのに,何 故に商品についてはこの再振替

の処理を行なわないのであろ うか。

その理由は,仕 入勘定の もつ購買過程の要約勘定としての性質と,売 上原

価算出勘定 とい う二つの性質の うち前者が 占める重要性 に よるもので あろ

う。 また,こ のように再振替を行なわないとなると期末棚卸商品勘定には期

首商品棚卸高 と期末商品棚卸高 とが記載 され るので,勘 定名 として繰越商品

勘定 とい う名称が代位 したものと思われる。

か くして,三 分法の体系が確立す ると,商 品の決算処理法 として次の一般

的パターソが成立する。前例に よって示せぽ,期 首における商品在高は繰越

商品勘定の借方にあ り,そ れに対応 して仕入勘定の金額が減少する。精算表

および勘定面は第22図 と第23図 の如 くな り,仕 訳は,決 算整理仕訳として

①(借)仕 入200

②(借)繰 越 商 品350

③(借)棚 卸 差 損35

で あ り,決 算振 替仕 訳 は

①(借)売 上2,450

②(借)損 益1,750

③(借)損 益35

さ らに 大 陸 式 で は

④(借)残 高315

とい うこ とに な る。

品

上

入

損

商

差

越

卸

繰

売

仕

棚

200

1,900

2,450

②350

①200

③35

(貸)繰 越商品

(貸)仕 入

(貸)繰 越商品

200

350

35

(貸)損 益2,450

(貸)仕 入1,750

(貸)棚 卸 差 損35

(貸)繰 越商品315

①2001

③35

②350

(第22図)

1,750

35

2,450

315
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仕 入 繰 越 商 品

2,000

①覆羅2・ ・

2,200

売 上

100

②麟35・

(帳簿)

⑤酷 ユ2互⊆-

2,200

継
②驕35・

前期200b仕 入200

550

⑧覆緩315

勘定へ

③難

⑦魏 亜
塑

50

④ 純 売上 高2,45035⑥

2,500

損 益

2,500

1編 罐 蟹1'711④鰍 襯 ←

2,500

(第23図)
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